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１．はじめにー経過と目的ー

・・２０２０年４月会計年度任用 職員制度への移行

（公共図書館職員の４５％・学校司書の７５％）

・雇用改善をめざしていたはずが・・・・不十分な制度・自治体ごとの運用の差から不

利益変更があいつぐ

・安定した雇用と良好な労働条件は、図書館員に必須の経験と知識の蓄積

に必要→図書館の維持発展にも不可欠

➡会計年度任用制度の任用の実際と制度の改善を求める



提言の構成

・はじめに

１.制度の趣旨に沿った実施・・・趣旨に合わない任用条件をなくす

２.より望ましい制度の実施・・・制度を十分に生かした任用を求める

３.法改正を含む望ましい制度の改革

・おわりに



１．制度の趣旨に沿った実施
－法の趣旨に合わない任用の改善をー

（１）フルタイムの職にはフルタイムでの任用を

（２）制度の実施に伴う月額給与（報酬）の減額は行わないこと



２．より望ましい制度の実施
ー制度を十分に活かした任用をー

（１）２度目以降の任用については、公募ではなく勤務実績による能力実証で行うこと

（２）給与（報酬）の経験加算（昇給）に上限を設けないこと

（３）各種の休暇を常勤職員（正規職員）と同等にすること



３．法改正を含む望ましい制度の改革

（１）フルタイム職員とパートタイム職員を分けることなく、同様の給与・手当の

支給をすること

（２）共済組合の加入、災害補償などに勤務時間数による差を設けないこと

（３）６年目以降の任用で希望者は無期雇用にすること



おわりに ―正規職員化をー

図書館職員の業務ー相当期間任用されるべき業務・フルタイム勤務の業務量

総務省「会計年度任用職員制度の導入に向けた事務処理マニュアル」の

「常時勤務を要する職」の２要件（業務の性質・勤務時間）を満たす

正規化（会計年度任用職員登用の制度化）を


